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本
日
公
布
さ
れ
た
法
令
の
「
あ
ら
ま
し
」
は
、

次
の
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
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〔
政

令
〕

〇
不
正
競
争
防
止
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令（
二
九
〇
）

K

〇
中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
法
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

（
二
九
一
）

〇
電
波
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

期
日
を
定
め
る
政
令
（
二
九
二
）

L

〇
平
成
二
十
三
年
原
子
力
事
故
に
よ
る
被
害

に
係
る
緊
急
措
置
に
関
す
る
法
律
の
施
行

期
日
を
定
め
る
政
令
（
二
九
三
）

〇
平
成
二
十
三
年
原
子
力
事
故
に
よ
る
被
害

に
係
る
緊
急
措
置
に
関
す
る
法
律
施
行
令

（
二
九
四
）

〔
省

令
〕

〇
金
属
鉱
業
等
鉱
害
対
策
特
別
措
置
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
経
済
産
業
四
九
）

N

〔
規

則
〕

〇
平
成
二
十
三
年
原
子
力
事
故
に
よ
る
被
害

に
係
る
緊
急
措
置
に
関
す
る
法
律
の
施
行

に
伴
う
会
計
検
査
の
実
施
に
関
し
必
要
な

事
項
を
定
め
る
規
則
（
会
計
検
査
院
七
）

N

〔
告

示
〕

〇
東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
原
子
力
発
電
所

の
事
故
に
よ
る
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の

避
難
住
民
に
係
る
事
務
処
理
の
特
例
及
び

住
所
移
転
者
に
係
る
措
置
に
関
す
る
法
律

第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
指
定
市

町
村
を
指
定
す
る
件
（
総
務
四
一
七
）

P

〇
信
託
法
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備

等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
経
過
措

置
を
定
め
る
政
令
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

事
務
の
指
定
に
関
す
る
件（
法
務
四
三
五
）

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
同
四
三
六
）

Q

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
監
理
団
体

を
定
め
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法

第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る

省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技

能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る

活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
同
四
三
七
、
四
三
八
）

〇
特
定
先
端
大
型
研
究
施
設
の
共
用
の
促
進

に
関
す
る
法
律
第
十
一
条
第
一
項
に
基
づ

く
登
録
施
設
利
用
促
進
機
関
を
登
録
し
た

件
（
文
部
科
学
一
三
九
）

〇
輸
入
割
当
て
を
受
け
る
べ
き
貨
物
の
品

目
、
輸
入
の
承
認
を
受
け
る
べ
き
貨
物
の

原
産
地
又
は
船
積
地
域
そ
の
他
貨
物
の
輸

入
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
の
公
表
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
経
済
産
業
一
九
三
）

R

〇
中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
二
条
第
四
項
第

一
号
の
事
業
者
を
指
定
す
る
件

（
同
一
九
四
）

〇
登
録
基
幹
技
能
者
講
習
実
施
機
関
の
登
録

事
項
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

（
国
土
交
通
九
五
三
）

J
I

〇
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
同
九
五
四
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
の
指
定
を
解
除
す

る
件
（
同
九
五
五
）

〇
旅
行
業
法
の
規
定
に
基
づ
く
旅
程
管
理
研

修
機
関
の
登
録
抹
消
の
件（
観
光
庁
一
五
）

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を
実
施
す
る
件

（
防
衛
二
三
〇
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
三
六
一
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
の
登
録
内
容
を
変
更
し
た
件

（
同
三
六
二
、
三
六
三
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
二
三
六
）

J
J

〔
国
会
事
項
〕

J
J

〔
人
事
異
動
〕

最
高
裁
判
所

J
J

〔
皇
室
事
項
〕

J
J

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

J
J

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
青
森
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
一
、
京
都
同

一
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
証
票
無
効
、
建
設
業
の
営
業
の
停

止
命
令
、
成
田
国
際
空
港
の
安
全
確
保
に

関
す
る
緊
急
措
置
法
第
三
条
第
二
項
の
規

定
、
建
築
基
準
適
合
判
定
資
格
者
に
対
す

る
処
分
関
係

J
K

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

L
J

˜
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